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しょうが，14条に関する判決はかなり多いですね。つい最近（2013年 9 月 4 日）でも，最高
裁判所が，民法の定めている法定相続分について，嫡出子と婚外子（非嫡出子）との相続


























































































































































































































































（憲法 69 条） 弾劾裁判所の設置
国会臨時会召集要求 （憲法 64 条）
（憲法 53 条）
国会召集（憲法 7 条 2 号・52 条～54 号） 違憲審査
衆議院の解散（憲法 7 条 3 号・69 条） （憲法 81 条）
国民審査
（憲法 79 条 2～4 項）
最高裁判所長官の指名（憲法 6 条）
（憲法 79 条 1 項




























































はせるには，出席議員の 3 分の 2 以上の多数による議決を必要とする。
議員資格を争うことは，一般の民間会社で雇用を争うこととは異なり政治的な要素が入る
ので，こういう規定が置かれています。

































































































































































































































































の助言と承認を受けて任命します（憲法 6 条 2 項）が，それ以外の裁判官は内閣が任命しま



















































































得ス」（明治憲法73条 2 項）。要するに天皇が帝国議会に提案し，帝国議会で，議員数の 3
分の 2 以上が出席した議事において出席議員 3 分の 2 以上で議決したら改正できたわけ
です。日本国憲法は，（ 1 ）総議員の 3 分の 2 以上の賛成で国会が発議すると言っている
ので，その点ですでに明治憲法より改正のハードルが上がっています。そのうえでさらに
（ 2 ）国民投票で過半数の賛成を得なければならないわけです。こういう改正のハードル
が高い憲法を硬性憲法と呼ぶことがあります。
（2）最高法規性（第10章）
第97条　この憲法が日本国民に保障する基本的人権は，人類の多年にわたる自由獲得の努
力の成果であつて，これらの権利は，過去幾多の試錬に堪へ，現在及び将来の国民に対
し，侵すことのできない永久の権利として信託されたものである。
第98条　この憲法は，国の最高法規であつて，その条規に反する法律，命令，詔勅及び国
務に関するその他の行為の全部又は一部は，その効力を有しない。
②日本国が締結した条約及び確立された国際法規は，これを誠実に遵守することを必要と
する。
第99条　天皇又は摂政及び国務大臣，国会議員，裁判官その他の公務員は，この憲法を尊
重し擁護する義務を負ふ。
97条は11条とほとんど同じ内容です。制定過程でいろいろあってここに置かれています
（詳細はここでは省略します）。違う点は，「信託」に言及していることです。このことに
注目して，日本国憲法はジョン・ロックの思想に影響を受けていると理解されています
（ジョン・ロック『統治二論』岩波文庫を参照）。しばしば人権保障を定めていることこそが
日本国憲法が最高法規である（98条）ことの根拠だともいわれます。なお99条は憲法がそ
もそも国家権力を拘束するためのものであることが示されていると解されています。ちな
みに憲法でいう「公務員」という言葉は15条でも用いられていますが，99条を読むとそれ
は「国務大臣，国会議員，裁判官その他の公務員」のことを指すと考えられます。なお，
条文の読み方として「天皇又は摂政」と「…公務員」は別のものと理解されるもので，
「天皇又は摂政」は公務員ではありません。
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（3）補則（第11章）
第100条　この憲法は，公布の日から起算して 6 箇月を経過した日から，これを施行する。
②この憲法を施行するために必要な法律の制定，参議院議員の選挙及び国会召集の手続並
びにこの憲法を施行するために必要な準備手続は，前項の期日よりも前に，これを行ふ
ことができる。
第101条　この憲法施行の際，参議院がまだ成立してゐないときは，その成立するまでの間，
衆議院は，国会としての権限を行ふ。
第102条　この憲法による第一期の参議院議員のうち，その半数の者の任期は，これを 3 年
とする。その議員は，法律の定めるところにより，これを定める。
第103条　この憲法施行の際現に在職する国務大臣，衆議院議員及び裁判官並びにその他の
公務員で，その地位に相応する地位がこの憲法で認められてゐる者は，法律で特別の定
をした場合を除いては，この憲法施行のため，当然にはその地位を失ふことはない。但
し，この憲法によつて，後任者が選挙又は任命されたときは，当然その地位を失ふ。
補則は通常憲法の講義などでもあまり解説されません。憲法制定当初にのみ意味を持って
いた規定だからです。それでも，是非一度は読んでおきましょう。
おわりに
　以上，とにかく日本国憲法の全ての条文を通読するためのごく簡単な解説をしてきまし
た。憲法の講義を受ける前に一読することを想定しています。読み終えたら，次は是非日
本国憲法の解説書に進んでください。
　なお，性質上本稿ではごく一部を除いて参考文献も判例も掲載していません。著者によ
るものとして，佐藤潤一『教養憲法入門』（敬文堂）だけここでは挙げておきます。
